
【東京都の被害想定】
東京都防災会議は、平成２４年４月に新たな被害想定を公表

【首都直下地震】 【海溝型地震】

死者 約9,700 人 約4,700 人 約5,900 人 約2,600 人

揺れ 約5,600 人 約3,400 人 約3,500 人 約1,500 人

火災 約4,100 人 約1,300 人 約2,400 人 約1,100 人

負傷者 約147,600 人 約101,100 人 約108,300 人 約31,700 人

（うち、重傷者） （約21,900） 人 （約10,900） 人 （約12,900） 人 （約4,700） 人

揺れ 約129,900 人 約96,500 人 約98,500 人 約27,800 人

火災 約17,700 人 約4,600 人 約9,800 人 約3,900 人

建物被害 約304,300 棟 約139,500 棟 約184,600 棟 約85,700 棟

揺れ 約116,200 棟 約75,700 棟 約76,500 棟 約35,400 棟

火災 約188,100 棟 約63,800 棟 約108,100 棟 約50,300 棟

約339万 人 約276万 人 約320万 人 約101万 人

約517万 人
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元禄型関東地震
（Ｍ８．２）

立川断層帯地震
（Ｍ７．４）

【活断層で発生する地震】

帰宅困難者

原
因
別

原
因
別

原
因
別

避難者の発生
　　（ピーク：１日後）

東京湾北部地震
（Ｍ７．３）

多摩直下地震
（Ｍ７．３）

東京都における災害医療体制
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二次保健医療圏を単位とした災害医療体制の構築

被災者に身近な「区市町村」と広域的な医療救護活動を担う「都」を単位

・的確な区市町村支援のため、二次保健医療圏を単位とした災害医療体制導入

・「都」「二次保健医療圏」「区市町村」の三層構造へ
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災害医療コーディネーターの指定
都・二次医療圏・区市町村をそれぞれ管轄する災害医療コーディネーターによる

医療救護活動の統括・調整

東京都災害医療
コーディネーター

◇都内全域の医療救護活動を統括・調整するため、都に対し医学的な助言
◇都が医師３名を指定
◇主な任務 都の医療救護活動方針の策定

東京ＤＭＡＴの派遣決定
医療チーム（東京ＤＭＡＴを除く）の配分調整
地域災害医療コーディネーターとの連絡調整 等

地域災害医療
コーディネーター

◇各二次医療圏の医療救護活動を統括・調整 （島しょ地域を除く）

◇都が各医療圏単位に医師１名、計12名を指定（代理制度有）

◇主な任務 圏域内の情報収集

医療チームの配分調整

傷病者を受け入れる病院の確保

災害医療コーディネーター等との連絡調整 等

区市町村災害医療
コーディネーター

◇区市町村内の医療救護活動を統括・調整するため、区市町村に対し
医学的な助言

◇区市町村が医師を指定 （2016.4.1現在：92名）
◇主な任務 区市町村全域の情報収集

医療救護所の設置・運営
医療チーム派遣要請
傷病者を受け入れる病院の確保
医薬品・医療資器材の確保 等 3



医療機関・医療救護所の役割分担
≪傷病者の受入れ体制の充実≫

•重症者の収容・治療
災害拠点病院
80施設 43,614床

•中等症者または容態の安定した重症者の収容・治療
災害拠点連携病院

136施設 18,410床

•専門医療、慢性疾患への対応、区市町村地域防災計画
に定める医療救護活動
（災害拠点病院及び災害拠点連携病院を除く全ての病院）

災害医療支援病院

433施設 65,150床

• 速やかに災害拠点病院等の近接地に設置
• トリアージと軽症者に対する治療

緊急医療救護所

• 主に急性期以降、避難所内に設置

• 地域住民への医療機能の提供
避難所医療救護所

• 原則として診療を継続（救急告示・透析 等）

• 区市町村地域防災計画に定める医療救護活動
診療所・歯科診療所

≪病 院≫

≪診療所≫

≪救護所（区市町村が設置）≫

病院数等：2016.4.1現在
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緊急医療救護所

災害医療支援病院

災害拠点病院

トリアージ・軽症処置

診 療 所

災害拠点連携病院
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医療機関における役割分担
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者
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負傷者

医療機関・医療救護所の役割分担
（被災地内における負傷者の流れ）
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地域内搬送と広域医療搬送

ＳＣＵ（羽田）

地域内搬送：都内各機関担当

ＳＣＵ（立川）

ＳＣＵ（有明）

相馬原駐屯地（群馬）
小瀬スポーツ公園（甲府）
松本空港（松本）

大阪空港
関西空港
八尾空港
神戸空港

静浜基地
浜松基地
滝が原駐屯地

（御殿場）

災害拠点病院等

東京都に近接する
災害拠点病院等

都外の非被災地へ都、市区町村及び
病院が各防災機関の協力を得て患者
搬送を行う（地域内搬送に分類）

近 接 県 内 各 病 院

広域医療搬送：政府の活動
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ＤＭＡＴ（医療チーム）の受援
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災害時における歯科救護班の活動
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事前の活動・計画

○ 都福祉保健局

・都歯科医療救護班をはじめとする、

都医療救護班の確保

○ 区市町村

・歯科医療救護班等の確保

・緊急医療救護所及び医療救護所の設置

場所の確保

・医療救護活動拠点の設置場所の確保

東京都地域防災計画 抜粋9



発災時における区市町村の活動

○ 歯科診療所等及び薬局の被災状況や

活動状況等を把握

○ 地区歯科医師会等との協定に基づく

歯科医療救護活動等の実施を要請

（医療救護所や巡回による活動）

○ 医療救護班が不足する場合は、圏域

の医療対策拠点に要請

東京都地域防災計画 抜粋10



歯科医療救護班の活動
○ 救護所活動

・歯科医療を要する傷病者に対する応急処置

・災害拠点病院への転送の要否や転送順位の判断

○ 避難所活動
・歯科治療・衛生指導

○ 検視検案協力（身元確認）
都 ⇒ 都歯科医師会 ⇒ 区市町村歯科医師会

（警視庁）

東京都地域防災計画 抜粋11



検視検案（身元確認）

○ 区市町村は、発生後速やかに遺体収容所設置

○ 区市町村は都及び警視庁と連携の上、遺体収容

所における検視・検案体制を整備

○ 都歯科医師会は警視庁からの協力要請により、

１班につき歯科医師２名以上で構成する身元

確認班（歯科医師班）を編成・派遣

○ 身元確認班（歯科医師班）は、警視庁の検視

責任者の指示に基づき、必要な身元確認作業

に従事

東京都地域防災計画 抜粋12


